
 

 

                                     資料 １ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２２年３月１０日  

 

 

 

電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に

関する規則の各一部を改正する省令案について 

（平成２２年１月１３日 諮問第１号） 

 

［中出力型 950MHz帯パッシブタグシステムの導入及び 

950MHz帯電子タグシステムの高度化に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部移動通信課 

                         （井出課長補佐、和田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９６ 
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諮問第１号説明資料 

 

 

電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適

合証明等に関する規則の各一部を改正する省令案について 
（中出力型 950MHz帯パッシブタグシステムの導入等について） 

 

１ 諮問の背景 

 電子タグシステムは、生産・物流分野、食品・医薬品等の安全・安心管理、高齢

者支援など幅広い分野への利活用が進んでおり、ユビキタスネット社会の実現に向

けて非常に重要な役割を担うことが期待されている。 

 950MHz帯パッシブタグシステムについては、工場等での利用を想定した比較的長

距離の通信が可能な高出力型及び小売店舗の倉庫等での利用を想定した持ち運び

可能な低出力型に関しては制度整備を行い、広く利用されている。 

 一方で、近年、建築現場での資材管理、屋外におけるトラックの荷物の積み下ろ

し等の場面において、低出力型の 950MHz 帯パッシブタグシステムよりも通信距離

が長く、持ち運び可能な 950MHz 帯パッシブタグシステムのニーズが高まっている

（別紙１参照）。 

 このような背景を踏まえ、平成 21 年 6 月 23 日より、情報通信審議会において、

「中出力型 950MHz 帯パッシブタグシステムの技術的条件」及び意見陳述の結果要

望があった 956MHzから 958MHzまでの周波数の拡張等を含む既存の「950MHz帯電子

タグシステムの高度化に関する技術的条件」についての審議が行われ、平成 21 年

12月 18日に一部答申されたところである。 

 今般、情報通信審議会一部答申を踏まえ、中出力型 950MHz 帯パッシブタグシス

テムの導入及び既存の 950MHz 帯電子タグシステムの高度化に関する技術基準等を

定めるため、電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明

等に関する規則の各一部を改正するものである（別紙２参照）。 
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２ 改正省令の概要 

(1) 電波法施行規則の一部を改正する省令案 

① 950MHz帯特定小電力無線局の周波数範囲を拡大する（第６条）。 

② 登録の対象とする無線局について、設備規則第 54条第５号に規定する簡易無

線局を追加する（第 16条）。 

③ 登録局の無線設備の規格について、設備規則第 54条第５号に規定する技術基

準を追加する（第 17条）。 

 

(2) 無線設備規則の一部を改正する省令案 

① 950MHz帯簡易無線局の空中線電力の許容偏差を定める（第 14条）。 

② 950MHz帯簡易無線局等の副次的に発する電波等の限度を定める（第 24 条）。 

③ 950MHz帯構内無線局の周波数範囲を拡大する（第 49条の９）。 

④ 950MHz帯特定小電力無線局の周波数範囲を拡大する（第 49条の 14）。 

⑤ 950MHz帯簡易無線局の空中線利得の上限等を定める（第 54条）。 

⑥ 950MHz帯簡易無線局の占有周波数帯幅の許容値を定める（別表第２号）。 

⑦ 950MHz帯簡易無線局の不要発射の許容値を定める（別表第３号）。 

⑧ その他規定の整備を行うこと。 

 

(3) 特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 

① 950MHz帯簡易無線局の無線設備を特定無線設備とする（第２条）。 

② その他規定の整備を行うこと。 

 

３ 施行期日 

 平成 22年４月 公布・施行（予定） 
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中出力型950MHz帯パッシブタグシステムの技術的条件等の審議の背景等

電子タグシステム利用の状況

○リーダ/ライタからの電波を受けて動作するパッシブタグと自ら電源を有し電波を発射するアクティブタグ（※）がある。

■ 高出力型
構内無線局（個別免許）

空中線電力： 1W以下

最大読取距離： ～10m程度

固定的利用を想定、一括読み取り可能

■ 低出力型
特定小電力無線局

空中線電力： 10mW以下

最大読取距離： 10cm程度

ハンディ型を想定、一括読み取り不可

・ 運輸（積込み）作業
・ アパレル店舗、書店等の入庫管理
・ 集配・回収業務
・ 搬送物等置き場の作業
・ 設備・機器等の点検作業
・ 自律的移動支援 等

集配、
回収業務

950MHz帯電子タグシステムに対する新たなニーズの高まり

工場等の構内の利用 読み取り距離が短い

情報通信審議会情報通信技術分科会小電力無線システム委員会において、技術的条件を審議（2009年7月～）

意見陳述で要望のあった電子タグシステムの周波数拡張及びアクティブタグシステムの高度化についても検討を行った。

中出力型（ハンディ型で最大読取距離2m程度）のニーズの顕在化

周波数帯 135kHz 13.56MHz 433MHz※ 950MHz※ 2.45GHz

最大通信距離 ～30cm ～60cm ～数100m ～10m、～数100m※ ～1m

制度化 昭和25年 平成10年 平成18年 平成17年 昭和61年

価格 △ ◎ ○ ○ ○

主な用途

スキーゲート、食
堂清算等

交通系、行政カー
ドシステム等

国際物流関係 物流管理、物品管
理等

物流管理、物品管
理等

中出力型パッシブタグの想定されるアプリケーション

電子タグ

リーダ／ライタ
リーダ／ライタ

電子タグ

高齢者を検知し
て、スムーズに
横断できるよう
に信号を制御

３



950MHz帯電子タグシステムの技術的条件と主な規定
パッシブタグシステム アクティブタグシステム

高出力型 (1)中出力型（新設） 低出力型 10mW型 1mW型

制度化 平成17年4月 ---- 平成18年1月 平成20年5月

主な規定
設備規則49条の9

第１号
設備規則54条第５号

設備規則49条の14

第６号

設備規則49条の14

第７号

設備規則49条の14

第８号

局種 構内無線局 簡易無線局 特定小電力無線局

空中線電力 1W以下 250mW以下 10mW以下 10mW以下 1mW以下

空中線利得 6dBi以下 3dBi以下 3dBi以下 3dBi以下 3dBi以下

(2)周波数帯

（拡張）
952～956.4MHz 952～956.4MHz 952～957.6MHz 954～957.6MHz 950.8～957.6MHz

(2)チャネル数

等（拡張）

952.2～956.2MHzの
200kHz間隔

952.2～956.2MHzの

200kHz間隔

952.2～957.4MHz
の200kHz間隔

954.2～957.4MHzの
200kHz間隔

951～957.4MHzの
200kHz間隔

無線チャネル 1又は2以上 1又は2以上
1～5（高速化） 1～5（高速化） 1～5（高速化）

キャリアセンス

時間
5ms 5ms

①10ms
②128μs
(954～957.4MHzのみ)

①10ms

②128μs

①10ms

②128μs

③なし

最大送信時間 4秒 4秒

①1秒

②100ms

(総和360s以下/h)

①1秒

②100ms

(総和360s以下/h)

①1秒
②100ms
(総和360s以下/h)
③100ms
(総和3.6s以下/h) 

送信時間後の停

止時間
50ms以上 50ms以上

①100ms以上

②100ms以上

①100ms以上

②100ms以上

①100ms以上

②100ms以上

③100ms以上

設備49-9第1号

設備49-9第1号ハ

設備49-14第6号

設備49-14第6号ハ

設備49-14第7号

設備49-14第7号ハ

設備49-14第8号

設備49-14第8号ハ

設備49-14第6号ハ 設備49-14第7号ハ 設備49-14第8号ハ

告示告示

告示告示

告示 告示

４

青字：規定の改正部分（点線）(1)～(4)：主要な技術的条件の変更点

（3）

（4）

別紙２

（3） （3）

（4）



950MHz電子タグシステムの周波数配置のイメージ

改正前

アクティブ パッシブ

ch
中心周波数

(MHz)
特定小電力無線局

1mW
特定小電力無線局

10mW
構内無線局 1W

特定小電力無線局
10mW

1 951.0 

2 951.2 

3 951.4 

4 951.6 

5 951.8 

6 952.0 

7 952.2 

8 952.4 免許局

9 952.6 

10 952.8 

11 953.0 

12 953.2 

13 953.4 

14 953.6 免許局

15 953.8 

16 954.0 

17 954.2 

18 954.4 

19 954.6 

20 954.8 

21 955.0 

22 955.2 

23 955.4 

24 955.6 

25 955.8 

26 956.0 

改正後（新たな周波数配置）

各システム
の割当チャ
ネルを拡張

・高出力パッシブタグにおいては、キャリアセンスなしチャネルが2チャンネルしか利用できず、大規模な流通センタなどでのミラーサ
ブキャリア方式の設置・運用に問題があった。⇒4チャネル使用可能へ

・スマートメータ等の利用が期待できる10mWアクティブタグシステムについて、4チャネルしか利用できない。⇒17チャネル使用可能へ

課題：運用上のチャネル不足の発生とその対応

956～958MHz

（参考１）

５



○平成22年より運輸業務、点検業
務等での利用が開始

○平成23年より普及が加速
○平成31年（10年後）には51万6千

台と想定。

新システム導入に伴うリーダ／ライタの普及予測

0

100

200

300

400

500

600

H22 H28 H29 H30 H31

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年（予測）

1MHz以下 208,805 409,785 180,248 107,893 108,660

13.56MHz 555,121 909,801 1,025,614 567,885 589,261

430～960MHz 149 1,316 2,812 3,628 6,798

2.4GHz 3,345 10,231 20,829 4,758 5,747

合計 767,420 1,331,133 1,229,503 684,164 710,466

H23 H24 H25 H26 H27

（千台）

（社）自動認識システム協会HPより抜粋

点検（ビル設備保守点検等）

自律的移動支援（音響式信号機等）

物流管理（宅配、コンビニ等の
配送物管理）

0

100

200

300

400

500

600

平成26年末

約24万台

中出力のみ
51万6千台

中出力パッシブタグ普及予測

○平成22年後半より、中出力型の
普及に伴い市場全体活性化

○平成26年には24万台と想定

パッシブタグ全体の普及予測

リーダ／ライタの普及状況（出荷台数ベース）

今後のUHF帯リーダ／ライタの普及予測

（参考２）

６



 

 

                                     資料 ２ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２２年３月１０日  

 

 

 

周波数割当計画の一部変更案について 

（平成２２年１月１３日 諮問第２号） 

 

［中出力型950MHz帯パッシブタグシステムの導入及び 

950MHz帯電子タグシステムの高度化に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部電波政策課 

                         （白石周波数調整官、工藤第二計画係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８７５ 
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諮問第２号説明資料 

 
周波数割当計画の一部変更案について 

 

Ⅰ 中出力型950MHz帯パッシブタグシステムの導入及び950MHz帯電子タグシステ

ムの高度化に向けた周波数割当計画の一部変更 
 

950MHz 帯電子タグシステムは、これまで、持ち運び可能な低出力型の小電力業務

用無線局（パッシブ型及びアクティブ型）及び工場や倉庫等で使用される高出力型の

構内無線局（パッシブ型）により、食品・医薬品等の安全管理、高齢者支援、交通安

全支援などの様々な分野で普及が進んでいる。 

近年、950MHz 帯電子タグシステムについて、より高速・大容量のデータを行いた

いというニーズや、建築現場での資材管理、トラックの荷物の積み下ろし等の場面に

おいて、従来の低出力型 950MHz 帯パッシブタグシステムよりも通信距離が長く、持

ち運び可能な中出力型 950MHz 帯パッシブタグシステムへのニーズが高まっている。 

このような背景を踏まえ、平成 21 年６月から情報通信審議会において、「中出力型

950MHz 帯パッシブタグシステムの技術的条件」及び「950MHz 帯電子タグシステム

の高度化」について検討が開始され、同年 12 月に答申を受けたところである。 

以上のことから、「中出力型950MHz帯パッシブタグシステムの導入」及び「950MHz

帯電子タグシステムの高度化」を図るため、周波数割当計画の一部を変更するもので

ある。 
 

950MHz 帯電子タグシステムの概要 

 
 

パッシブタグシステム
アクティブタグシステム

（平成20年5月導入）高出力型

(平成17年4月導入)

中出力型

（新設）

低出力型

（平成18年1月導入）

周波数帯

(チャネル数等

の拡張）

952.2～954MHzの
200kHz間隔9チャネル

↓

952.2～956.2MHzの
200kHz間隔21チャネル

952.2～956.2MHzの
200kHz間隔21チャネル

952.2～955MHzの
200kHz間隔14チャネル

↓

952.2～957.4MHzの
200kHz間隔27チャネル

951～955.8MHzの
200kHz間隔24チャネル

↓

951～957.4MHzの
200kHz間隔33チャネル

空中線電力 1W以下 250mW以下 10mW以下

1mW以下

（954.2～957.4MHzは
10mW以下）

免許等 要（構内無線局） 要（簡易無線局） 不要（特定小電力無線局） 不要（特定小電力無線局）

無線局の目的
移動体識別用

構内無線局

移動体識別用

簡易無線局

移動体識別用

特定小電力無線局

テレメーター用、テレコント

ロール用及びデータ伝送用

特定小電力無線局
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 [変更内容] 

(1)  「中出力型 950MHz 帯パッシブタグシステムの導入」及び「950MHz 帯電子タ

グシステムの高度化」に伴い、950MHz 帯電子タグシステム用の周波数を現行の

950MHz を超え 956MHz 以下の 6MHz 幅から 950MHz を超え 958MHz 以下の

8MHz 幅に拡張すること。 

(2)  当該周波数拡張に伴い、別表６－２「移動体識別用構内無線局の周波数表」、別

表９－１「テレメータ用、テレコントロール用及びデータ伝送用特定小電力無線

局の周波数表」及び別表９－７「移動体識別用特定小電力無線局の周波数表」に

記載する 950MHz 帯電子タグシステム用周波数の表示を改めること。 

(3)  「中出力型 950MHz 帯パッシブタグシステムの導入」を図るため、950MHz を

超え 958MHz 以下の周波数に、簡易無線通信業務用（移動体識別）を追加し、別

表に「移動体識別用簡易無線局の周波数表」を追加すること。 

 

 

Ⅱ スケジュール 
 

答申受領後、速やかに周波数割当計画を変更し、官報に掲載する。 



 

 

                                     資料 ３ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２２年３月１０日  

 

 

 

無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する 
規則の各一部を改正する省令案について 

（平成22年１月13日諮問第３号） 

 

［CDMA高速データ携帯無線通信システムの高度化等に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局移動通信課 

                         （中里課長補佐、遠藤係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
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諮問第３号説明資料 
 
 

無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等 

に関する規則の各一部を改正する省令案について 
〔CDMA高速データ携帯無線通信システムの高度化等に係る制度整備〕 

 
 
１ 諮問の背景 

CDMA2000系のCDMA高速データ携帯無線通信システムは、携帯電話によるインターネット

接続サービスの開始に伴うデータ通信量の急速な増大やより高速なデータ通信の実現への

期待を背景に導入され、現在、下り最大3.1Mbps、上り最大1.8Mbpsの伝送速度を実現する

システムとして運用されている。 

その後も我が国では、社会・経済活動の高度化・多様化を背景に、インターネット接続

サービスによる動画像伝送量等の増大傾向が続いており、今後も、より高速・大容量で利

便性の高い移動通信システムの導入に期待が寄せられている。 

このような背景を踏まえ、無線スロットを効率的に使用することで、より高速・大容量

な通信を実現し、周波数利用効率の向上につながる CDMA 高速データ携帯無線通信システム

の高度化に向けて、平成 21年７月より、情報通信審議会において、標準化動向、海外での

導入動向・普及状況を踏まえ、高度化システムに求められる要求条件の検討、隣接する周

波数の電波を使用する他システムとの共用条件などについて検討を行い、平成 21 年 12 月

に高度化に係る技術的条件について一部答申されたところである。 

一方、各携帯電話事業者は、平成22年から順次3.9世代移動通信システムとしてLTEの導

入を計画しており、平成21年6月に総務大臣が行った3.9世代移動通信システムの導入のた

めの特定基地局の開設計画の認定を経て、LTEのエリア整備に向けて、取組みを具体化させ

ている。その中で、「圏外」の解消を促進する小電力レピータについての検討も行われて

おり、第3世代移動通信システムと同様のLTE用の小電力レピータの導入が期待されている。 

これらの状況を踏まえ、CDMA高速データ携帯無線通信システムの高度化に係る技術基準

等を定め、併せて 3.9世代移動通信システム用小電力レピータの導入に向け規定の整備を

行うため、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の各一部を

改正するものである。 

 

２ 改正省令の概要 

（１）CDMA高速データ携帯無線通信システムの高度化 

ア 無線設備規則 

CDMA 高速データ携帯無線通信システムの高度化システムの陸上移動局(携帯無線

通信の中継を行うものを除く。)が適合すべき、送信する電波の周波数、空中線電力、

占有周波数帯幅の許容値等について規定。（第 49条の６の５、別表第２号） 
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イ 特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 

CDMA高速データ携帯無線通信システムの高度化システムの陸上移動局(携帯無線

通信の中継を行うものを除く。)を技術基準適合証明等により落成検査の省略等簡略

化された免許手続を行うことができる「特定無線設備」とすること、及び技術基準適

合証明等を得るための技術的な審査項目を規定。（第２条、別表第１号、様式第７号） 

 

（２）3.9世代移動通信システム用小電力レピータの導入 

ア 無線設備規則 

3.9世代移動通信システム用小電力レピータが適合すべき、受信設備が副次的に発

射する電波の限度、空中線電力、送信空中線の絶対利得、周波数の許容偏差等を規

定。 

（第 24条、第 49条の６の４、第 49条の６の５、第 49条の６の９、別表第１号） 

 

イ 特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 

3.9 世代移動通信システム用小電力レピータを技術基準適合証明等により落成検

査の省略等簡略化された免許手続を行うことができる「特定無線設備」とすること、

及び技術基準適合証明等を得るための技術的な審査項目を規定。（第２条、別表第

１号） 
 

３ 施行期日 
平成 22 年４月 公布・施行（予定） 



ＣＤＭＡ高速データ携帯無線通信システムの高度化の概要

マルチキャリア化による伝送速度の向上

下り：最大3.1Mbps

上り：最大1.8Mbps

マルチキャリア化による周波数利用効率の向上

従来の端末

マルチキャリア
対応の端末

マルチキャリア対応の基地局

f1

f2

f3

データの送受信

1

2

3

1

同時に2キャリアが利用可能となることで、
空きスロットへのデータ収容効率が高まる。
→利用者のデータスループット向上
→利用者収容数増加

従来、利用者Aは一方のキャリアのみ利用。

従来

マルチキャリア
対応

キャリア2 

キャリア1 A A A A A A

キャリア2 

キャリア1 A

A

A A

A

A

A

A

Time

2キャリアの例

A ：その他利用者のスロット：利用者Aのスロット ⇒周波数利用効率の向上

伝送速度が
最大約５倍

下り：最大14.7Mbps

上り：最大5.5Mbps

3



EVDOマルチキャリア方式の主な技術的条件等

基地局 陸上移動局

CDMA2000 1x EVDO Rev.A EVDOマルチキャリア CDMA2000 1x EVDO Rev.A EVDOマルチキャリア

多重化方式／
多元接続方式

CDM及びTDM CDM及びTDM CDMA CDMA

データ変調方式 BPSK、QPSK、8PSK、16QAM
BPSK、QPSK、8PSK、16QAM、

64QAM
BPSK、QPSK、 8PSK BPSK、QPSK、 8PSK

拡散変調方式 QPSK QPSK HPSK HPSK

占有周波数帯幅 1.48MHz １キャリア当たり1.48MHz 1.48MHz

１キャリア当たり1.48MHz

２キャリア連続の場合：
2.71MHz(800MHz帯)
2.73MHz(２GHz帯)

３キャリア連続の場合：
2.73MHz(800MHz帯)
3.98MHz(２GHz帯)

空中線電力 規定しない
規定しない

CDMA2000 1x Rev.Aの基地
局の送信電力と同じ

0.25W以下
(等価等方輻射電力)

0.25W以下
(等価等方輻射電力)

※３

マルチキャリア方式
同時に送信できる

最大キャリア数：３ ※１
同時に送信できる

最大キャリア数：３ ※１

伝送速度 最大3.1Mbps 最大14.7Mbps ※２ 最大1.8Mbps 最大5.5Mbps

※１ 上り下りのキャリア数は非対称に割り当てることが可能。周波数帯(800MHz帯、2GHz帯)をまたがるキャリア割り当てが可能。
※２ データ変調方式として64QAMを用いる場合
※３ 同一帯域内のマルチキャリアの総電力であり、マルチバンド方式の場合は、それぞれの帯域において規定値以下であること。
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小電力レピータの利用シーン

小電力レピータの導入

携帯電話

基地局

家の壁で基地局
からの電波が減
衰するため、圏
外になってしまう。

携帯電話

基地局

小型の中継装置
（レピータ）により、
電波の届きにくい
屋内も圏内になる。

基地局対向器 陸上移動局
対向器
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電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成22年３月10日  

 

 

 

無線設備規則の一部を改正する省令案について 

（平成22年３月10日 諮問第10号） 

 

［国際民間航空条約附属書の改正に伴う航空通信関連規定の整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部衛星移動通信課 

                         （小鹿課長補佐、竹下係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０２ 
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諮問第10号説明資料 

 

 

 

無線設備規則の一部を改正する省令案について 
～国際民間航空条約附属書の改正に伴う航空通信関連規定の整備～ 

 

 

１ 改正の理由 

航空無線通信は、航空機の安全航行を確保するために必要不可欠な通信手段として有

効に活用されている。 

今般、国際民間航空条約第 10 附属書の改正が行われたことを受けて当該附属書の航

空無線通信に関する技術基準の改正を国内法令に反映するため、ＤＭＥ及びＶＯＲに関

する規定の一部を改正するものである。 

 

２ 改正の概要 

無線設備規則の一部を改正する省令案 

 航空機の一層の安全航行を確保するため、以下の改正を行う。 

① 機上ＤＭＥの距離測定を正確にするため及び地上ＤＭＥの柔軟な設置を可能とす

るための技術基準の改正（第 45条の 12の５） 
② ＶＯＲの方位情報を提供できる範囲を拡大するための技術基準の改正（第 45条の

12の８） 
③ その他規定の整備（第 45条の 10､第 45条の 12の６、第 45条の 12の 11関係） 

 

３ 施行期日 

公布の日から施行する。 

 

 

 

（参考） 
(1) 国際民間航空条約は、国際民間航空の安全かつ整然とした発達及び国際航空運送業務の健

全かつ経済的な運営を目的とした条約。同条約の附属書は、国際航空運送に関する国際基準

及び勧告を定めており、第 10附属書は航空通信について規定している。 

 (2) ＤＭＥ（Distance Measuring Equipment：距離測定装置）は、地表の定点に設置される無

線設備と航空機との間の距離を測定する無線設備。航空機は、電波の送受信により当該航空

機から地表の定点までの見通し距離を知ることができる。 

(3)  ＶＯＲ（VHF Omni-directional Radio Range：超短波全方向式無線標識)は、地表の定点

に設置され、電波により方位情報を送信する無線設備。当該電波を受信した航空機は、当該

航空機から地表の定点への方位を知ることができる。 

議題の件名と合わ

せること。 

（ 例 ） 



国際民間航空条約第10附属書改正に伴う関係規定の見直し

【目的】 国際民間航空条約（ＩＣＡＯ条約）の第８４改正により無線航行支援システムの
基準が改正されたことを受けて電波法の技術基準を改正

【主な改正内容】

無線設備規則の改正
(1) ＤＭＥ

小規模なＤＭＥを設置できるよう基準の見直し

(2) ＶＯＲ
航空機搭載の装置の性能向上に合わせて基準を見直し

※ 技術基準の詳細について、告示改正を予定
（例） ＩＬＳ

ＤＭＥ
ＶＯＲ
ＡＴＣＲＢＳ（航空交通管制用レーダシステム）
ＡＣＡＳ

【 ICAO条約】
・ 国際民間航空輸送の健全な発達を目的として、１９４４年に締結。
・ 国際民間航空機関に関する規定の他、附属書において航空輸送
の安全性確保に関して規定している。

第１０附属書 航空通信

２ 通信手続き
航空通信の運用に関して守るべき手続き

(例) 航空機と管制官又は航空機相互の交信の手続き
遭難及び緊急の交信の手続き

３ 通信システム
航空機と管制官又は航空機相互の交信に使用するシステム

の技術基準
(例) ＥＬＴ（捜索救難のための非常用位置指示標識）

４ 監視レーダ及び衝突防止システム
管制官による空港周辺や航空路の監視のためのシステムの

技術基準
(例)  ＳＳＲ(監視レーダシステム）、 ＡＣＡＳ(航空機衝突防止システム）

５ 無線周波数の使用基準
航空通信に使用する周波数の具体的割当て

(例) ＩＬＳ、ＤＭＥ、ＶＯＲ、ＥＬＴ、緊急用

１ 無線航行支援システム
航空機の航行支援のための方位、距離等

の情報を提供するシステムの技術基準
(例) ＩＬＳ（計器着陸装置）

ＤＭＥ（距離測定装置）
ＶＯＲ（方位情報提供装置）

今回の改正

【今後のスケジュール】

平成22年3月 電波監理審議会諮問

平成22年5月 電波監理審議会答申予定

平成22年6月頃 施行予定
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信号の到達時間
から距離を算出

質問信号

応答信号

システム概要
UHF帯の電波を利用して航空
機に基準地点からの距離の情
報を提供するシステム

国際民間航空条約第10附属書改正に伴う関係規定の見直し

１ DME（距離測定装置）

（課題）多様な航空路を実現するためには、きめ細かくDMEでカバーすることが必要

小カバーエリアのDMEが必要

小カバーエリア（感度の低い） DMEの技術基準を導入

【現行】

【改正後】 通達距離 地上受信感度

56km超 -93dBm

56km以下 -83dBm

通達距離 地上受信感度

関係なく -93dBm

＊受信感度が10分の１で、カバーエリアが
56km以下の小規模なＤＭＥ局の設置が可能

DME
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VOR

磁方位

システム概要

VHF帯の電波を利用して航空機

に方位情報を提供するシステム

磁北

方位情報を提
供する電波

国際民間航空条約第10附属書改正に伴う関係規定の見直し

２ VOR（超短波全方向式無線標識）

【現行】

（課題）運用範囲が低い仰角に制限されていた

機上ＶＯＲ機器の性能向上により、ＶＯＲの基準を緩和

【改正後】

仰角 変調指数 課題

仰角に
かかわらず

１５～１７

基準を満た
せるのは
仰角５度
以下

仰角 変調指数

５度～
４０度以下

１１～１７

０度～５度 １５～１７

＊変調指数：周波数（位相）変調における、変調の深さを表す指数。
変調指数が高いほど、より確実な方位測定が可能。

ドップラVORの場合は、仰角5度以下でしか性能保証できない

仰角40度まで、性能保証が可能

仰角５度

仰角４０度

仰角５度

改正により
ICAO基準を
満たすことに
なる範囲

４



 

 

                                     資料 ５ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２２年３月１０日  

 

 

 
放送用周波数使用計画の一部変更案について 
（平成２２年３月１０日 諮問第１１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送技術課 

                         （山口課長補佐、棚田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７８７ 
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放送用周波数使用計画の一部変更案について 

 

１． 概 要  

地上デジタルテレビジョン放送を行う放送局のうち親局及び空中線電力が３Ｗ

を超える中継局の諸元（チャンネル及び空中線電力）は、放送用周波数使用計画

（昭和 63年郵政省告示第 661号）において規定されている。 

今回、アナログ放送終了後に行うデジタル放送用周波数の再編並びに秋田県に

おける一部の親局等及び長崎県諫早におけるＮＨＫ教育放送の中継局のチャンネ

ル変更等に係る規定の整備を行う必要が生じたため、放送用周波数使用計画を変

更するもの。 

 

２． 主な変更の理由  

（１）デジタル放送用周波数再編に係る変更【中継局のチャンネル変更】 

平成２３年７月に予定されている地上デジタルテレビジョン放送の完全実施

を円滑に進める観点から、アナログ放送とデジタル放送を同時に行うサイマル

放送を現在実施している。 

このため、テレビジョン放送で使用できる周波数は非常に逼迫している状況

にあり、本来は１３チャンネルから５２チャンネルまでのチャンネルを使用す

べきデジタル放送について、一部の地域では一時的に５３チャンネルから６２

チャンネルまでを使用して放送を実施している状況にある。 

したがって、平成２３年７月のアナログ放送終了後、この５３チャンネルか

ら６２チャンネルまでを使用しているデジタル放送の中継局について、１３チ

ャンネルから５２チャンネルまでのチャンネルへの切替えによる再編（いわゆ

る“リパック”）を行う必要があることから、該当するチャンネルの使用期限の

設定や変更後のチャンネル等に関して放送用周波数使用計画を変更することと

する。 

 

（２）秋田のデジタル局（秋田県）に係る変更【親局及び中継局のチャンネル変更

等】 

新潟県及び秋田県の地上デジタルテレビジョン放送の開始後、両県の放送局

同士において、主に春から夏の期間、月数回程度、他方の放送エリアに対して

混信による受信障害を与える現象が確認されている。そこで、総務省及び関係

する放送事業者が実測調査等によって確認した結果、気象条件によって季節的

に稀に発生する電波の異常伝搬現象（ラジオダクト現象）が発生していること

が判明した。  

諮問第１１号説明資料 
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この混信現象を解消して地上デジタルテレビジョン放送の良好な受信環境を

確立するためには、秋田のＮＨＫ総合放送の親局及びＮＨＫ教育放送の中継局

並びに一部の一般放送事業者の親局について、平成２３年７月のアナログ放送

終了以降に別のチャンネルに切り替える必要があることから、放送用周波数使

用計画を変更することとする。 

 

（３）諫早のデジタル局（長崎県）に係る変更【ＮＨＫ教育放送の中継局のチャン

ネル変更】 

九州有明海の沿岸地域では地上デジタルテレビジョン放送のチャンネルが逼

迫しており、ＮＨＫ教育放送は近隣の異なる中継局であっても同じチャンネル

を使用しているため、一部地域において混信による受信障害が発生している。 

この混信現象を解消して地上デジタルテレビジョン放送の良好な受信環境を

確立するためには、諫早のＮＨＫ教育放送の中継局について、平成２３年７月

のアナログ放送終了以降に別のチャンネルに切り替える必要があることから、

放送用周波数使用計画を変更することとする。 

 



１３ １４ １５ １６ ・・・・・・ ５２ ５３ ・・・ ６２ （ｃｈ）

チ
ャ
ン
ネ
ル

を
使

っ
て
い
る
局

数 （リパック）
５３ｃｈ以上の局のｃｈを変更して
５２ｃｈ以下に収める

・・・・・・
約２１９局

１３ １４ １５ １６ ・・・・・・ ５２ ５３ ・・・ ６２ （ｃｈ）

チ
ャ
ン
ネ
ル

を
使

っ
て
い
る
局

数 （リパック）
５３ｃｈ以上の局のｃｈを変更して
５２ｃｈ以下に収める

・・・・・・
約２１９局

リパックのイメージ

アナログ放送停波後のチャンネル切替について

１． 地上デジタル放送は、本来的には１３ｃｈ～５２ｃｈ（計４０ｃｈ）を使用して行うこととなっている。

２． しかしながら、現在はアナログとデジタルのサイマル放送（同時放送）を行う必要があるが、周波数が逼
迫していることから、地上デジタル放送は一時的に５３ｃｈ～６２ｃｈのチャンネルも使用。

３． このため、これらのチャンネルを使用するデジタル中継局は、２０１１年７月のアナログ放送停波後、１年
の間（平成２３年年７月２５日～平成２４年７月２４日）で、５２ｃｈ以下のチャンネルに一斉切替（リパック）を
行う予定となっている。（対象となるデジタル中継局：全国６７カ所、合計１３５チャンネル）

①デジタル放送用周波数の再編（“リパック”）

チャンネル番号

チ
ャ
ン
ネ
ル
を
使
っ
て
い
る
局
数

３



○ 平成１９年春頃より、両県の放送局同士において、主に春から夏の期間、月数回程度、他方
の放送エリアに対して混信障害を与える現象が確認されている。

○ 両県は、通常ならば混信が生じ得ない十分な距離（約２５０ｋｍ）離れているが、それにもかか
わらず障害が発生していることから、季節的に稀に発生する電波の異常伝搬現象（ラジオダ
クト現象）と判断。

○ 通常、高度が高くなるにつれて気温は低下するが、主に夏期の海上において、気象状況に
よっては温度が逆転することがあり、そのような場合に発生する電波の異常伝搬現象。（見え
るはずのない光景が見える富山湾の蜃気楼現象と同じ原理）

通常の地上デジタル放送のテレビ画面 受信障害が発生しているテレビ画面（イメージ）

②秋田県の放送局（親局）のチャンネル変更

４



（参考）秋田・新潟の地上デジタル放送のチャンネル関係

新潟局チャンネル表（親局）

メディア名 ＮＨＫ－総合 ＮＨＫ－教育
新潟放送
（ＢＳＮ）

新潟総合
テレビ
（ＮＳＴ）

テレビ新潟放
送網（ＴｅＮＹ）

新潟テレビ２１
（ＵＸ）

デジタルＣＨ １５ １３ １７ １９ ２６ ２３

秋田局チャンネル表（親局）

メディア名 ＮＨＫ－総合 ＮＨＫ－教育
秋田放送
（ＡＢＳ）

秋田テレビ
（ＡＫＴ）

秋田朝日放送
（ＡＡＢ）

デジタルＣＨ １５→４８ １３→５０ １７→３５ ２１ ２９

同じチャンネルを使用

視聴世帯数
約１６万世帯

視聴世帯数
約６２万世帯

秋田県

新潟県

（現在のチャンネル→変更後のチャンネル）

約250km

５



③長崎県 諫早市の中継局のチャンネル変更

６

九州の有明海の沿岸地域では地上デジタル放送のチャンネルが極度に逼迫しており、ＮＨＫ教育放送は、近隣の異なる中継局
であっても同じチャンネルを使用せざるを得ない状況にある。
このため、一部地域で混信問題が発生していることから、長崎県の諫早局のチャンネルをアナログ放送終了後の平成２３年７月

以降に切り替える必要があるもの。

ＮＨＫ
総合

ＮＨＫ
教育 民放１ 民放２ 民放３ 民放４

諫早局 １５ １３ ２３ ２０ ４５ １８

ＮＨＫ
総合

ＮＨＫ
教育 民放２ 民放３ 民放４

長崎局 １５ １３ ２０ １９ １８

ＮＨＫ
総合

ＮＨＫ
教育 民放１ 民放２ 民放３ 民放４ 民放５

久留米局 １７ １３ ３０ ３１ ２９ ２１ ２６

近隣の中継局において同じ１３ｃｈが使われて
いることで受信障害が発生している地域
（約８６００世帯に影響）

５１ｃｈに切り替える

ＮＨＫ
総合

ＮＨＫ
教育 民放１ 民放２ 民放３ 民放４ 民放５

大牟田局 １７ １３ ３０ ３１ ２９ ２１ ２６



 

 

                                     資料 ６ 
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日本放送協会の放送法第９条第２項第８号の業務の認可について 
（平成２２年３月１０日 諮問第１２号） 

［地上デジタルテレビ放送の難視聴地域における共同受信施設等への経費助成業務

の認可について］ 

 

日本放送協会の放送法第９条第２項第８号の業務の認可について 
（平成２２年３月１０日 諮問第１３号） 

［日本放送協会の共同受信施設等が不要となる場合の代替手段への移行円滑化助成

業務の認可について］ 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （景山課長補佐、堤官） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 

総務省情報流通行政局地上放送課デジタル放送受信推進室 

（佐藤課長補佐） 
                          電話：０３－５２５３－５９４９ 
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地上デジタルテレビ放送の難視聴地域における共同受信施設等への 

経費助成業務の認可について 
 

１ 申請の概要  

日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法（昭和２５年法律第１３

２号）（以下「法」という。）第９条第１０項の規定に基づき、以下のとおり、

法第９条第２項第８号の業務の認可申請があった。 

項 目 申 請 の 概 要 

 

１ 業務の内容 

 

協会の地上デジタルテレビ放送の難視聴地域において、

当該放送を受信するために自主共聴を運営する共聴組合に

対し、当該放送を安定的かつ継続的に受信できるように当

該施設を整備し又は維持する経費の一部を助成する業務

（平成２０年１１月総情放第９７号により認可した業務。

以下「現行業務」という。）に、次のとおり助成対象を追

加し、助成額の上限を変更した業務。 

 個別に設置したアンテナにより地上アナログテレビ放

送は受信可能であるが地上デジタルテレビ放送は受信

困難となる地区（以下「新たな難視地区」という。）

において、個別に設置したアンテナにより地上アナロ

グテレビ放送を受信している世帯が、個別に高性能ア

ンテナを新設し又は既存のアンテナを移設すること

（以下「高性能等アンテナ対策」という。）により地

上デジタルテレビ放送を受信しようとするものを助成

の対象として追加 

 加入世帯が少ない自主共聴組合に対する助成上限額を

引き上げ 

 

 

２ 業務を行うことを 

必要とする理由 

 

地上アナログテレビ放送の周波数の使用は平成２３年７

月２４日までに限られており、協会は、視聴者負担の増大

を抑制しつつ、地上デジタルテレビ放送の普及を効率的か

つ短期間に推進するため現行業務を行ってきたところ、新

たな難視地区において高性能等アンテナ対策により地上デ

ジタルテレビ放送を受信しようとする世帯についても助成

の対象に加え、また、加入世帯が少ない自主共聴組合に対

する助成上限額を引き上げることにより、当該世帯及び当

該組合についても、これらの負担の増大を抑制しつつ、地

上デジタルテレビ放送の普及を効率的かつ短期間に推進す

る必要があるため。 

 

諮問第１２号説明資料 
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３ 業務の実施計画の 

概要 

 

 業務の実施にあたっては、別添「実施要綱」により、こ

れを行う。助成対象とする施設数等の見込みは次のとお

り。 

 

 
２２年度 

（見込み） 

２３年度 

（見込み） 

自主共聴改修 
施設数 3,000 500 

世帯数 10万 2万 

自主共聴新設 
地区数 500 2,300 

世帯数 8,000 3万 

高性能等 

アンテナ対策 

地区数 150 150 

世帯数 3,000 3,000 

※平成２４～２７年度については、平成２２～２３年度

の業務の実施状況等を踏まえ検討し、実施する。 

 

 

４ 業務の収支の見込

み 

 

 ２２年度 

（見込み） 

２３年度 

（見込み） 

支 出 

自主共聴改修 ６７億円 １９億円 

自主共聴新設 １８億円 ８３億円 

高性能等 

アンテナ対策 
３億円 ３億円 

※平成２４～２７年度については、平成２２～２３年度

の業務の実施状況等を踏まえ検討する。 

 

 

５ 業務を行うために

必要とする資金の額

及びその調達方法 

 

平成２２年度及び２３年度分として、１９３億円（平成

２２年度分は当該年度の収支予算及び資金計画に計上済

み。平成２３～２７年度分は当該年度の収支予算及び資金

計画に計上予定。） 

 

 

６ その他必要な事項 

 

 業務実施の期日は、平成２２年４月１日から、平成２

８年３月３１日まで。 

 実施要綱の基本的内容を変更する場合には、その都度、

業務の認可申請を行うこととする。 

 業務の実施状況については、別途報告する。 
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２ 審査  

審査の結果は、次の表のとおりであり、申請どおり認可することといたしたい。 

審査項目 審 査 結 果         

 

１ 放送及びその受信

の進歩発達に特に必

要な業務であること 

（法第９条第２項第８号) 

 

特に必要な業務であると認められる。 

 

（理由） 

これまで協会は、地上アナログテレビ放送の終了期限

である平成２３年７月２４日までの地上デジタルテレビ

放送への完全移行に向けて、視聴者負担の増大を抑制し

つつ、地上デジタルテレビ放送の普及を効率的かつ短期

間に推進するため現行業務を行ってきたところである。 

今般の申請は、現行業務により助成の対象とした自主

共聴を運営する共聴組合に加え、新たな難視地区におい

て高性能等アンテナ対策により地上デジタルテレビ放送

を受信しようとする世帯についても助成の対象とすると

ともに、加入世帯が少ない自主共聴組合は国の支援や現

行業務の助成を受けてもなお視聴者負担が大きいことか

ら、助成額を増額できるように上限額を変更するもので

ある。 

このように地上アナログテレビ放送の受信と同様の手

段による地上デジタルテレビ放送の受信のために必要な

費用の一部を協会が助成することは、視聴者負担の増大

を抑制しながら地上デジタルテレビ放送の普及を効率的

かつ短期間に推進することに資するものであると認めら

れる。 

このため、協会が申請に係る業務を行うことは、放送

及びその受信の進歩発達に特に必要な業務であると認め

られる。 

 

 

２ 営利を目的としな

いものであること 

（法第９条第４項) 

 

協会が、共聴組合等に対し、施設の整備又は維持のた

めの経費の一部を助成する業務を行うものであることか

ら、営利を目的とするものではないと認められる。 

 

（参考） 

ＮＨＫ共聴については、放送法第９条第２項第８号の業務として、昭和４４年

に「辺地におけるＮＨＫテレビジョン共同受信施設を地元視聴者と共同して設置

し、運用する業務」について既に認可されている。  
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地上デジタルテレビ放送の難視聴地域における共同受信施設等への 

経費助成業務の実施要綱 

 

１．目的 

日本放送協会（以下「協会」という。）の地上デジタルテレビ放送の難視聴地

域（都市等における高層建造物等人為的原因による受信障害に基づく難視聴区域

を除く。以下同じ。）において、協会の実施する地上デジタルテレビ放送中継局

の置局又は協会と地元視聴者が共同して設置し運用する共同受信施設（以下「Ｎ

ＨＫ共聴」という。）を補完するものとして、共同受信施設（ＮＨＫ共聴を除く。

以下「自主共聴」という。）及び協会の実施する地上アナログテレビ放送を受信

している地域内であって協会の地上デジタルテレビ放送が難視聴となる地区（都

市等における高層建造物等人為的原因による受信障害に基づく難視聴区域及び混

信による難視聴地域を除く。以下「新たな難視地区」という。）において個別の

受信アンテナにより協会の地上アナログテレビ放送を受信している世帯であって

個別に高性能アンテナを新設し又は既存のアンテナを移設することによって協会

の地上デジタルテレビ放送を受信しようとするもの（以下「高性能等アンテナ対

策世帯」）において協会の地上デジタルテレビ放送を安定的かつ継続的に受信す

ることができるよう、地元視聴者が結成する非営利の自主共聴組合及び高性能等

アンテナ対策世帯に対し、国の辺地共聴施設の改修等及び高性能等アンテナ対策

の支援制度を前提として、地上デジタルテレビ放送を受信するための施設の改修

又は新設に要した経費を基準として算出した額を、デジタル化の整備又はその後

の維持のための経費の一部として１回に限り助成することにより、視聴者負担の

増大を抑制しながら、地上デジタルテレビ放送の普及の効率的かつ短期間の推進

を図ることを目的とする。 

 

２．助成対象施設の要件 

① 自主共聴 

ア 当該施設が協会の地上デジタルテレビ放送の難視聴地域にあること。 

イ 当該施設を維持するための非営利の団体が結成されていること。 

ウ 施設の設置、運用が有線電気通信法及び有線テレビジョン放送法など関連

法規に適合した有線又は無線の共聴施設であること。 

エ その事業が、放送を受信し、その放送番組に変更を加えないで同時に再送

信することに限定されていること。 

オ 地上デジタルテレビ放送を受信するための施設の改修又は新設に要した経

費が補助金交付下限額に満たない場合を除き、国の支援制度（無線システム

普及支援事業費等補助金（旧称「電波遮へい対策事業費等補助金」））を利

用していること。 

カ 地元視聴者が設置し運営している自主共聴について、自治体が実施主体と

別添 
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なって国による支援措置を活用した事業により受信環境が整備される場合は

除く。 

② 高性能等アンテナ対策世帯 

ア 当該世帯が、協会の地上デジタルテレビ放送の新たな難視地区にあること。 

イ 高性能等アンテナの設備が、専ら、放送を受信し、その放送番組に変更を

加えないで同時に再送信するためのものであること。 

ウ 高性能等アンテナ対策に要した経費が補助金交付下限額に満たない場合を

除き、国の支援制度（無線システム普及支援事業費等補助金）を利用してい

ること。 

 

３．助成額 

ア 地上デジタルテレビ放送を受信するための自主共聴等の改修若しくは新設又

は高性能等アンテナ対策に要した経費のうち国や自治体の支援を除いた視聴者

負担が、世帯あたり１万４千円以上の場合は世帯あたりの負担額から７千円を

引いた額に加入世帯数を乗じた額、１万４千円未満の場合は国や自治体の支援

を除いた視聴者負担の加入世帯合計額の半額とし、算出された額に１千円未満

の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。 

イ 助成の上限額は、自主共聴については１０万円に加入世帯数を乗じた額又は

１００万円のいずれか多い額とし、高性能等アンテナ対策世帯については１０

万円とする。ただし、高性能等アンテナ対策世帯との事前の協議により、特別

な設備の設置等が必要であると協会が認めた場合には、１００万円を上限額と

する。 

ウ 助成は、自主共聴組合又は高性能等アンテナ対策世帯に対して行い、同一施

設又は世帯に対して１回限りとする。 

エ 助成の申請は、地上デジタル放送を受信するための施設の改修又は新設完了

後１年以内とする。 

オ 助成額算出の対象となる世帯は、協会と放送受信契約を締結している世帯又

は事業所（以下「契約世帯」という。）に限る。自主共聴の組合員に契約世帯

でないものが含まれる場合、イに定める「１００万円」は、１００万円に加入

世帯に占める契約世帯の割合を乗じた額とする。 

カ 助成の申請にあたっては、自主共聴組合は、当該自主共聴に加入している全

世帯の加入者名簿を添付するものとする。なお、この名簿は、協会の放送受信

料の契約収納活動に利用することがある。 

 

４．実施時期 

平成２２年４月１日以降、平成２８年３月３１日まで。 
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日本放送協会の共同受信施設等が不要となる場合の代替手段への 

移行円滑化助成業務の認可について 
 

１ 申請の概要  

日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法（昭和２５年法律第１３

２号）（以下「法」という。）第９条第１０項の規定に基づき、以下のとおり、

法第９条第２項第８号の業務の認可申請があった。 

項 目 申 請 の 概 要 

 

１ 業務の内容 

 

協会の地上アナログテレビ放送の難視聴対策において、

協会と地元視聴者が共同で設置し運用する地上アナログテ

レビ放送の共同受信施設（以下「ＮＨＫ共聴」という。）

等により当該放送を受信している視聴者が、ケーブルテレ

ビ等による受信に移行することにより、当該施設の組合員

等が皆無となり、当該施設のデジタル化改修等を行うこと

が不要となる場合について、当該共同受信施設の組合等に

対し、移行の態様に応じて、移行の円滑化のために必要な

経費の一部を助成する業務（平成２０年１１月総情放第９

８号により認可した業務。以下「現行業務」という。）

に、次のとおり助成対象を追加し、実施期限を変更した業

務。 

 個別に設置したアンテナにより地上アナログテレビ放

送は受信可能であるが地上デジタルテレビ放送は受信

困難となる地区（以下「新たな難視地区」という。）

において、個別に設置したアンテナにより地上アナロ

グテレビ放送を受信している世帯がケーブルテレビ等

に移行することにより協会が新たなデジタル中継局を

置局すること等が不要となる場合における当該世帯を

助成の対象として追加 

 実施期限を平成２４年３月３１日から平成２８年３月

３１日に延長 

 

 

２ 業務を行うことを

必要とする理由 

 

地上アナログテレビ放送の周波数の使用は平成２３年７

月２４日までに限られており、視聴者や自治体の負担の増

大を抑制しつつ、地上デジタルテレビ放送の普及を効率的

かつ短期間に推進するため現行業務を行ってきたところ、

新たな難視地区において個別に設置したアンテナにより地

上アナログテレビ放送を受信している世帯がケーブルテレ

ビ等に移行することにより協会が新たなデジタル中継局を

置局すること等が不要となる場合における当該世帯につい

ても助成の対象に加えることにより、当該世帯の負担の増

大を抑制しつつ、地上デジタルテレビ放送の普及を一層効

率的かつ短期間に推進することが必要であるため。 

また、これまで地上アナログテレビ放送を視聴していた

諮問第１３号説明資料 
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地域で地上アナログテレビ放送の停波までに地上デジタル

テレビ放送を送り届けられない地域については暫定的難視

聴対策事業に係る地デジ難視対策衛星放送を利用すること

となるが、当該放送を利用する世帯がケーブルテレビ等に

移行することを考慮すれば、現行業務の終期を延長し、平

成２７年３月末までにケーブルテレビ等に移行する世帯に

対して助成することができるよう平成２８年３月３１日ま

で業務を実施することが必要であるため。 

 

 

３ 業務の実施計画の

概要 

 

 業務の実施にあたっては、別添の「実施要綱」によ

り、これを行う。 

 助成対象とする施設数等の見込みは次のとおり。 

 
２２年度 

（見込み） 

２３年度 

（見込み） 

ＮＨＫ共聴関係 
500施設 

3万世帯 

300施設 

1万世帯 

中 継 局 関 係 
300局 

1万世帯 

100局 

3千世帯 

新たな難視関係 
1,000地区 

2万世帯 

1,000地区 

2万世帯 

※平成２４～２７年度については、平成２２～２３年度

の実施状況等を踏まえ検討し、実施する。 

 

 

４ 業務の収支の見込

み 

 

 ２２年度 

（見込み） 

２３年度 

（見込み） 

支出 

ＮＨＫ共聴関係 ８億円 ３億円 

中 継 局 関 係 ３億円 １億円 

新たな難視関係 ５億円 ５億円 

※平成２４～２７年度については、平成２２～２３年度

の業務の実施状況等を踏まえ検討する。 

 

 

５ 業務を行うために

必要とする資金の額

及びその調達方法 

 

平成２２年度及び２３年度分として、２５億円（平成２２

年度分は当該年度の収支予算及び資金計画に計上済み。平

成２３～２７年度分は当該年度の収支予算及び資金計画に

計上予定。） 
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６ その他必要な事項 

 

 業務実施の期日は、平成２２年４月１日から、平成２８

年３月３１日まで。 

 実施要綱の基本的内容を変更する場合には、その都度、

業務の認可申請を行うこととする。 

 業務の実施状況については、別途報告する。 
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２ 審査  

 

審査の結果は、次の表のとおりであり、申請どおり認可することといたしたい。 

 

審査項目 審 査 結 果         

 

１ 放送及びその受信

の進歩発達に特に必

要な業務であること 

（法第９条第２項第８号) 

 

特に必要な業務であると認められる。 

 

（理由） 

これまで協会は、地上アナログテレビ放送の終了期限

である平成２３年７月２４日までの地上デジタルテレビ

放送への完全移行に向けて、視聴者や自治体の負担の増

大を抑制しつつ、地上デジタルテレビ放送の普及を効率

的かつ短期間に推進するため、現行業務を行ってきたと

ころである。 

今般の申請は、現行業務により助成対象としたＮＨＫ

共聴等による世帯がケーブルテレビ等に移行することに

よりＮＨＫ共聴のデジタル化改修やデジタル中継局の置

局が不要となる場合に加え、新たな難視地区において個

別のアンテナによる世帯がケーブルテレビ等に移行する

ことにより協会が新たなデジタル中継局を置局すること

等が不要となる場合についても助成対象とするものであ

る。また、これまで地上アナログテレビ放送を視聴して

いた地域で地上アナログテレビ放送の停波までに地上デ

ジタルテレビ放送を送り届けられない地域では地デジ難

視対策衛星放送を利用することとなるが、当該放送を利

用する世帯がケーブルテレビ等に移行することを考慮

し、平成２７年３月末までにケーブルテレビ等に移行す

る世帯に対して助成することができるよう平成２８年３

月３１日まで業務を実施することとするものである。 

このように移行の円滑化のために必要な経費の一部を

必要な期間において協会が助成することは、視聴者や自

治体の負担の増大を抑制しながら地上デジタルテレビ放

送の普及を効率的かつ短期間に推進することに資するも

のであると認められる。 

このため、協会が申請に係る業務を行うことは、放送

及びその受信の進歩発達に特に必要な業務であると認め

られる。 

 

 

２ 営利を目的としな

いものであること 

（法第９条第４項) 

 

協会が、共聴組合等に対し、ケーブルテレビ等への移

行に必要となる経費の一部を助成する業務を行うもので

あり、特定のケーブルテレビ等への移行のみを対象とす

るものではないことから、営利を目的とするものではな

いと認められる。 
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日本放送協会の共同受信施設等が不要となる場合の代替手段への 

移行円滑化助成業務の実施要綱 

 

１．目的 

日本放送協会（以下「協会」という。）と地元視聴者が共同して設置し運用す

るアナログ共同受信施設（以下「ＮＨＫ共聴」という。）のデジタル化改修又は

協会の実施するデジタル中継局の置局を補完し、視聴者等の負担の増大を抑制し

ながら地上デジタルテレビ放送の普及を効率的かつ短期間に推進するため、ＮＨ

Ｋ共聴の組合員や協会の地上アナログテレビ放送の中継局の受信世帯（当該中継

局の電波を共同受信施設により受信している世帯を含む。）がケーブルテレビ等

の代替手段への移行により皆無となり、ＮＨＫ共聴のデジタル化改修やデジタル

中継局の置局（協会の地上アナログテレビ放送を受信している地域内であって協

会の地上テレビ放送がデジタル化により難視聴となる地区（都市等における高層

建造物等人為的原因による受信障害に基づく難視聴区域を除く。以下「新たな難

視地区」という。）については、当該地区への新たなデジタル中継局の置局その

他の送信側対策をいう。以下同じ。）を行うことが不要となる場合について、

ケーブルテレビ等に移行するＮＨＫ共聴組合や協会の地上アナログテレビ放送の

中継局の受信世帯に対して、ＮＨＫ共聴のデジタル化改修又は協会のデジタル中

継局の置局のために要する経費と設備を維持管理する経費を基準として算出した

額を１回に限り助成することにより、視聴者や自治体の負担の増大を抑制しなが

ら、地上デジタルテレビ放送の普及の効率的かつ短期間の推進を図ることを目的

とする。 

なお、ケーブルテレビ等の代替手段には、ケーブルテレビのほか、無線の共聴

施設（受信障害対策中継放送局）又はこれらと同様の放送の再送信機能を有する

施設が含まれるものとする。 

 

２．助成の要件 

① ＮＨＫ共聴のデジタル化改修が不要となる場合のＮＨＫ共聴組合への助成 

ア 協会がデジタル化改修に着手していないＮＨＫ共聴の組合であること。 

イ ＮＨＫ共聴組合が移行するケーブルテレビ等の安定的かつ継続的な運営が、

十分な確実性を持って、見込まれること。 

ウ ＮＨＫ共聴組合が、その加入する全世帯がケーブルテレビ等に移行し、当

該ＮＨＫ共聴を廃止することに同意すること。 

エ 総務大臣の業務認可（平成２０年１１月１２日）時点で、既に加入する全

世帯が共聴廃止に同意し、ケーブルテレビ等に移行しているＮＨＫ共聴では

ないこと。 

② デジタル中継局の置局が不要となる場合の受信世帯への助成 

ア 当該世帯が、協会の地上アナログテレビ放送を受信している地域内にあり、

別添 
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かつ協会がデジタル中継局の置局に着手していないこと。 

イ 新たな難視地区の個別受信世帯については、ケーブルテレビ等への移行に

要した経費が補助金交付下限額に満たない場合を除き、国の支援制度（無線

システム普及支援事業費等補助金）を利用していること。 

ウ 当該受信世帯が移行するケーブルテレビ等の安定的かつ継続的な運営が、

十分な確実性を持って、見込まれること。 

エ 当該受信世帯が、協会がデジタル中継局の置局を実施しないことに同意す

ること。 

オ 総務大臣の業務認可（平成２０年１１月１２日）時点（新たな難視地区の

個別受信世帯については、業務の変更に係る総務大臣の認可時点）で、既に

協会の地上デジタルテレビ放送をケーブルテレビへの加入等により受信して

いる世帯ではないこと。 

 

３．助成額及び助成先 

ア 助成額は、世帯あたり２万８千円とし、同一の世帯に対して１回限りとする。 

イ 本件において、自治体がケーブルテレビ等の実施主体となる場合（公的補助

を受けて整備され安定的かつ継続的な運営が担保されるケーブルテレビ等への

全戸加入が自治体の責任において実現される場合を含む。）については、協会

と当該自治体との間で事前の協議を行うことができるものとする。協議の結果、

当該自治体の責任においてＮＨＫ共聴組合や協会の中継局の受信世帯の同意を

得て当該ケーブルテレビ等への全戸加入が実現しデジタル化改修やデジタル置

局が不要となることとなった場合には、ＮＨＫ共聴組合又は受信世帯への助成

を一括して、当該自治体に対して行うことができるものとする。 

ウ 助成先は、ケーブルテレビ等に移行するＮＨＫ共聴組合、受信世帯又はケー

ブルテレビ等の実施主体となる自治体のいずれか一者とし、疑義がある場合に

は関係者の意見を公平に聴取したうえで協会が決定する。 

エ 助成額算出の対象となる世帯は、協会と放送受信契約を締結している世帯又

は事業所に限る。 

オ 助成の申請にあたっては、ＮＨＫ共聴組合の場合には、当該共聴組合はＮＨ

Ｋ共聴に加入している全世帯の加入者名簿を、また、自治体が実施主体となる

場合には当該自治体は同意者全員の名簿を添付するものとする。なお、この名

簿は、協会の放送受信料の契約収納活動に利用することがある。 

 

４．実施時期 

平成２２年４月１日以降、平成２８年３月３１日まで。 
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○ 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） 

 

（業務）  

第９条 協会は、第七条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

 一～四 （略） 

２  協会は、前項の業務のほか、第七条の目的を達成するため、次の業務を行うことがで

きる。  

一～七 （略） 

八 前各号に掲げるもののほか、放送及びその受信の進歩発達に特に必要な業務を行うこ

と。 

３ （略）  

４ 協会は、前三項の業務を行うに当たつては、営利を目的としてはならない。 

５～９ （略） 

１０ 協会は、第二項第八号又は第三項の業務を行おうとするときは、総務大臣の認可を受

けなければならない。 

 

（電波監理審議会への諮問） 

第五十三条の十 総務大臣は、次に掲げる場合には、電波監理審議会に諮問しなければなら

ない。 

一 （略） 

二  第八条の三第二項（定款変更の認可）、第九条第八項（第三十三条第五項において

準用する場合を含む。）（中継国際放送の協定の認可）、第九条第九項（提供基準の

認可）、同条第十項（任意的業務の認可）、第九条の二の二（独立行政法人宇宙航空

研究開発機構等への出資の認可）、第九条の四第一項（委託国内放送業務及び委託協

会国際放送業務に関する認定）、第三十二条第二項及び第三項（受信料免除の基準及

び受信契約条項の認可）、第三十三条第一項（国際放送等の実施の要請）、第三十四

条第一項（放送に関する研究の実施命令）、第三十七条の二第一項（収支予算等の認

可）、第四十七条第一項（放送設備の譲渡等の認可）、第四十八条第一項（同条第三

項において準用する場合を含む。）（放送等の廃止又は休止の認可）、第五十条の三

第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）（放送等の廃止又は休止の認

可）、第五十二条の四第二項（有料放送の役務の契約約款の認可）、第五十二条の七

（有料放送の役務の料金又は契約約款の変更認可申請命令及び変更命令並びに有料放

送管理事業者の業務の方法の改善の命令）、第五十二条の十一（受託放送役務の提供

条件の変更命令）、第五十二条の十三第一項（委託放送業務に関する認定）、第五十

二条の十七第一項（第九条の四第二項において準用する場合を含む。）（委託放送事

項の変更の許可）、第五十二条の三十第一項（認定放送持株会社に関する認定）又は

第五十三条第一項（センターの指定）の規定による処分をしようとするとき。 

三～六 （略） 

２ （略） 

 

 

 

 

(参照条文) 
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○ 放送法施行規則(昭和二十五年電波監理委員会規則第十号) 

 

（業務の認可申請）  

第二条の四  法第九条第十項の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる事項を

記載した書類を添えて、総務大臣に提出するものとする。  

一  業務の内容  

二  業務を行うことを必要とする理由  

三  業務の実施計画の概要  

四  業務の収支の見込み  

五  業務を行うために必要とする資金の額及びその調達方法  

六  その他必要な事項 

 

 

 



 

 

                                     資料 ７ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２２年３月１０日  

 

 

 

日本放送協会放送受信規約の変更の認可について 
（平成２２年３月１０日 諮問第１４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （景山課長補佐、髙橋係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 
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日本放送協会放送受信規約の変更の認可について 
 

 

１ 申請の概要  

 

  日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法（昭和２５年法律第１

３２号）第３２条第３項の規定に基づき、以下のとおり、日本放送協会放送受

信規約の変更の認可申請があった。 

 

（１）変更しようとする契約条項 

   別紙のとおり 

 

（２）変更しようとする理由及び概要 
 

 ＜地デジ難視対策衛星放送に関する暫定措置＞ 

   暫定的難視聴対策事業に係る地デジ難視対策衛星放送は、地上デジタル

放送への移行に際し、地上系の放送基盤による対策が実施されるまでの間、

衛星利用による暫定的な難視聴対策として協会及び民放の地上系の放送番

組（地上総合、地上教育及び在京民放５社）の再送信を行うことで、地上ア

ナログ放送の視聴者がテレビを視聴できなくなるという事態を回避し、地上

デジタル放送への移行を円滑化するための放送である。 

   地デジ難視対策衛星放送はＢＳデジタル放送により実施されるため、そ

の受信者は協会の衛星系の放送番組（ＢＳ１、ＢＳ２、ＢＳｈｉ）も受信す

ることが可能となるが、暫定的な地上デジタル放送の難視聴対策のための放

送という政策目的にかんがみ、地デジ難視対策衛星放送の受信者に係る受信

契約の区分を地上契約とするなどの所要の規定の整備を行う。 

 

（３）受信規約の変更が事業収支に及ぼす影響 

 本件受信規約の変更による平成２２年度収支予算における影響額の見込

みは、次のとおり。 

 

・ 地デジ難視対策衛星放送に関する暫定措置  減収額 ▲３．０億円

        

（４）施行予定期日 

   平成２２年４月１日から施行する。 

 

諮問第１４号説明資料 
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２ 検討結果  

 

 協会は、平成２２年１月１３日、総務大臣に対し日本放送協会平成２２年度

収支予算を提出したところであり、総務省では、本収支予算について検討を行

い、デジタル化により電波が届かなくなる地域への対策等の受信環境の整備に

関して公共放送としての役割を十二分に果たそうとするものであること等から、

電波監理審議会への諮問・答申を経て、これを着実に遂行すべき旨の意見を付

して、同年２月９日に国会に提出したところである。 

 

 本件申請の内容は、本収支予算に盛り込まれている地デジ難視対策衛星放送

に関する暫定措置を行うために必要な日本放送協会放送受信規約の規定の変更

及び関係規定の整備を行おうとするものであり、デジタル化により電波が届か

なくなる地域への対策等の受信環境の整備に関して公共放送としての役割を十

二分に果たそうとするものであることから、今後、国会が本予算を承認した場

合には、本件申請を認可することは適当であると認められる。 

 

 



別 紙 
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「日本放送協会放送受信規約」の変更内容                 （   部分は、変更部分） 

変更案 現行 

（放送受信契約の種別） 

第１条 日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）の

行なう放送の受信についての契約（以下「放

送受信契約」という。）を分けて、次のとおりと

する。 

地上契約 …地上系によるテレビジョン放送の

みの受信についての放送受信契

約 

衛星契約 …衛星系および地上系によるテレビ

ジョン放送の受信についての放

送受信契約 

特別契約 …地上系によるテレビジョン放送の

自然の地形による難視聴地域（以

下「難視聴地域」という。）または列

車、電車その他営業用の移動体

において、衛星系によるテレビジョ

ン放送のみの受信についての放

送受信契約 

 

２  受信機（家庭用受信機、携帯用受信機、自

動車用受信機、共同受信用受信機等で、ＮＨ

Ｋのテレビジョン放送を受信することのできる受

信設備をいう。以下同じ。）のうち、地上系によ

るテレビジョン放送のみを受信できるテレビジョ

ン受信機を設置（使用できる状態におくことを

いう。以下同じ。）した者は地上契約、衛星系に

よるテレビジョン放送を受信できるテレビジョン

受信機を設置した者は衛星契約を締結しなけ

ればならない。ただし、難視聴地域または列

車、電車その他営業用の移動体において、衛

星系によるテレビジョン放送のみを受信できる

テレビジョン受信機を設置した者は特別契約を

締結するものとする。 

（放送受信契約の種別） 

第１条 日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）の

行なう放送の受信についての契約（以下「放

送受信契約」という。）を分けて、次のとおりと

する。 

地上契約 …地上系によるテレビジョン放送の

みの受信についての放送受信契

約 

衛星契約 …衛星系および地上系によるテレビ

ジョン放送の受信についての放

送受信契約 

特別契約 …地上系によるテレビジョン放送の

自然の地形による難視聴地域ま

たは列車、電車その他営業用の

移動体において、衛星系によるテ

レビジョン放送のみの受信につい

ての放送受信契約 

 

 

２  受信機（家庭用受信機、携帯用受信機、自

動車用受信機、共同受信用受信機等で、ＮＨ

Ｋのテレビジョン放送を受信することのできる受

信設備をいう。以下同じ。）のうち、地上系によ

るテレビジョン放送のみを受信できるテレビジョ

ン受信機を設置（使用できる状態におくことを

いう。以下同じ。）した者は地上契約、衛星系に

よるテレビジョン放送を受信できるテレビジョン

受信機を設置した者は衛星契約を締結しなけ

ればならない。ただし、地上系によるテレビジョ

ン放送の自然の地形による難視聴地域または

列車、電車その他営業用の移動体において、

衛星系によるテレビジョン放送のみを受信でき

るテレビジョン受信機を設置した者は特別契約

を締結するものとする。 
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付 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２２年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（普通契約または衛星普通契約に関する経過措

置） 

２ 平成１９年６月１日施行の規約の付則に定め

る経過措置適用者については、当分の間、平

成１８年４月１日から平成１９年９月３０日までの

間に施行された規約の契約種別に関する規

定を適用し、放送受信料額についてはその規

約に定める口座振替等の額を適用する。ただ

し、放送受信料の支払方法についてはこの規

定を適用し、経過措置適用者が放送受信契約

の種別を変更するときは、この規約を適用す

る。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２０年１０月１日から施行す

る。ただし、第５条の２第２項、第５条の３第３

項、第５条の４、および第５条の５については平

成２１年２月１日から施行し、平成２０年１０月１

日から平成２１年１月３１日までの間は、変更前

の規約の第５条の２第２項、第５条の４および別

表２はなお効力を有する。この場合において、

第５条の４の規定中「口座振替等による放送受

信料額」を「放送受信料額」と読み替える。 

 

（家族割引〔学生〕〔単身赴任〕に関する経過措

置） 

２ 変更前の規約に定める家族割引〔学生〕〔単

身赴任〕の適用を平成２１年１月３１日の時点

で受けている放送受信契約については、この

規約の家族割引を適用する。 

 

（普通契約または衛星普通契約に関する経過措

置） 

３ 変更前の規約の付則に規定する経過措置適

用者については、当分の間、平成１８年４月１

日から平成１９年９月３０日までの間に施行さ

れた規約の契約種別に関する規定を適用し、

放送受信料額についてはその規約に定める

口座振替等の額を適用する。ただし、放送受

信料の支払方法についてはこの規定を適用

し、経過措置適用者が放送受信契約の種別

を変更するときは、この規約を適用する。 

 

 



 

5 

 

 
 
（地デジ難視対策衛星放送に関する暫定措置） 

３ 暫定的難視聴対策事業にかかる放送として

社団法人デジタル放送推進協会が行なう「地

デジ難視対策衛星放送」(以下「地デジ難視対

策衛星放送」という。)が実施されている間は、

第 1 条の規定中「地上系によるテレビジョン放

送の自然の地形による難視聴地域」を「地上系

によるテレビジョン放送（暫定的難視聴対策事

業にかかる放送として社団法人デジタル放送

推進協会が行なう「地デジ難視対策衛星放

送」によるものを除く。）の自然の地形による難

視聴地域」と読み替える。 

４ 前項の場合において、地デジ難視対策衛星

放送対象リストにデジタル放送難視聴地区、

改修困難共聴もしくはデジタル放送混信地区

として掲載された地域を基準とし別に定める要

件を備えた地域（以下「地デジ難視対策地域」

という。）または難視聴地域において、地デジ

難視対策衛星放送により地上系によるテレビ

ジョン放送を受信できるテレビジョン受信機を

設置した者は、第 1 条の規定にかかわらず、

地上契約を締結するものとする。 

５ 前項に該当する者が第２条第５項後段の規

定により締結する契約種別は、同条同項の規

定にかかわらず地上契約とし、前項の規定に

より地上契約を締結した者が第５条第３項ただ

し書の規定により支払う契約種別の料額は、

同条同項の規定にかかわらず地上契約の料

額とする。 

６ この規約の変更前から衛星契約を締結して

いる者が、付則第４項に基づき放送受信契約

の種別を地上契約に変更する場合は、地デジ

難視対策衛星放送により地上系によるテレビ

ジョン放送を受信できるテレビジョン受信機を

設置した日（ただし、この規約の変更前に設置

した場合は平成２２年４月１日）に第３条第２項

に定める放送受信契約書を放送局に提出した

ものとみなす。 

 

 
（新設） 
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７ 付則第４項の規定により地上契約を締結した

者の受信機を設置した場所が、地デジ難視対

策地域または難視聴地域でなくなった場合、

当該放送受信契約者は、第１条第１項および

第２項の規定に従い所定の放送受信契約を締

結するものとする。 

８ 付則第４項に該当する者がこの規約の変更

前に地デジ難視対策衛星放送により地上系に

よるテレビジョン放送を受信できるテレビジョン

受信機を設置した場合、その支払うべき平成２

２年４月の属する期の放送受信料額は、この

規約に定める契約種別により算出される平成２

２年３月分の放送受信料額と変更前の規約に

定める契約種別により算出される当該月分の

放送受信料額との差額を、所定の放送受信料

額から減じた額とする。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




